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5.3. 訴訟事件の審決 

6. 判決の言い渡し後の手続 

6.1. 判決の通知 

6.2. 判決に対する控訴又は異議申立 

6.3. 裁判所の再審理 

7. 被告が逃亡した場合における申立の効果 

第 4部 再審 

第 1章 再審申立に関する一般的知識 

1. 訴訟事件の再審の定義 

2. 訴訟事件の再審の重要性及び必要性 

2.1. 訴訟事件の再審の重要性 

2.2. 再審の必要性 

3. 訴訟事件の再審申立の条件 

3.1. 時間的制約の条件 

3.1.1. 通常条件 

3.1.2. 特別条件 

3.2. 情報・証拠面の条件 



4. 再審を行わない問題 

5. 再審申立の権利を有する者 

5.1. 訴訟当事者 

5.2. 第三者 

5.3. 訴訟手続に参加していない個人 

第 2章 再審申立に対する管轄権を有する機関による審理 

1. 最高人民検察院による審理 

1.1. 再審の申立書を受理する段階 

1.2. 再審の申立書を検討する段階 

1.2.1. 専門家会議 

1.2.2. 裁判所の判決執行の中断要請 

1.3. 人民検察委員会の決定 

1.3.1. 再審棄却の決定 

1.3.2. 再審の要請 

2. 最高人民裁判所による審理 

2.1. 再審要請の検討の手順 

2.2. 公判開始 

2.3. 最高人民裁判所の決定 

2.3.1. 再審棄却の決定 

2.3.2. 再審の決定 

3. 訴訟事件の再審の効果 

Coffee break...5 訴訟事件の再審手続の役目 


